
令和　　年　　月　　日
　横浜市契約事務受任者
所　 在　 地　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

提　案　書

　次の件について、「市有財産への飲料自動販売機設置仕様書」に記載されている事項の全てを履行　することができますので、別紙のとおり提案書を提出します。

　件名：市有財産への飲料自動販売機設置事業者公募



					【連絡担当者】
					　所属	
					　氏名	
					　電話	
					　FAX	
					　E ﾒｰﾙ	




（様式１）
令和　　年　　月　　日
　横浜市契約事務受任者
所　 在　 地　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

貸 付 料 提 案 書

	金　　額
	
	￥
	
	．－



※３年度分の合計金額を記載してください。（消費税別）


【各年度における貸付料内訳】（消費税別）
	令和６年度 （令和７年３月）
	
	￥
	
	．－


　

	令和７年度 （令和７年４月～令和８年３月）
	
	￥
	
	．－


　

	令和８年度 （令和８年４月～令和９年２月）
	
	￥
	
	．－


　



（注意事項）
１　金額は、算用数字ではっきりと記載してください。
２　金額を書き損じたときは、新たな用紙に書き直してください。
３　一度提出した貸付料提案書の変更又は取消しはできません。




（様式２）																						令和　　年　　月　　日
所　 在　 地　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
温室効果ガスの削減や資源循環に資する具体的な取組及び提案
	①御社が既に行っている取組

	　

	②ボトルtoボトルリサイクルについての実現性や利用者への普及・啓発活動の独創性

	　

	③「市域への展開が可能な独自の提案」

	　

	④「市庁舎に設置する自動販売機本体や回収箱等で、実現可能な独自の提案」

	　



（注意事項）
１　取組及び提案内容は、本様式（Ａ３）２枚に収めてください。
２　取組内容の実績を証明する書類等がある場合は、添付してください。
３　他都市での取組実績がある場合は、その内容が分かるものを添付してください。

（様式３）
令和　　年　　月　　日
　横浜市契約事務受任者
所　 在　 地　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

障害者雇用に関する取組

次の①～②について、該当するものにチェックをしてください。

	チェック欄
	取組内容

	□
	①　障害者雇用促進法に基づく法定雇用率（2.5％で達成）

	
	　
	
	％


　

	□
	②　障害者を１名以上雇用している。（従業員40.0人未満）



（注意事項）
　　１　法定雇用率を達成している場合は、最新年度の障害者雇用状況報告書（「事業主控」）の
　　　写しを添付してください。
　　２　障害者１人以上を雇用している（従業員40.0人未満）に該当する場合は、別途提出書類
　　　に関するご相談をお願いします。



（様式４）
令和　　年　　月　　日
　横浜市契約事務受任者
所　 在　 地　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

ワーク・ライフ・バランス及び健康経営に関する取組

次の①～⑥について、該当するものにチェックをしてください。チェックをした場合は、証明　　できる文書を添付してください。
	チェック欄
	取　組　内　容
	必　要　書　類

	□
	①　次世代育成支援対策推進法に基づく一般　事業主行動計画の策定をし、労働局に届け出ている。（従業員101人未満の場合のみ加算）
	労働局の受付印のある
「一般事業主行動計画の写し」

	□
	②　女性の職業生活における活躍の推進に　関する法律に基づく一般事業主行動計画の策定をし、労働局に届け出ている。（従業員101人未満のみ加算）
	労働局の受付印のある
「一般事業主行動計画の写し」

	□
	③　次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみんマーク、プラチナくるみんマーク）の取得をしている。
	「基準適合一般事業主認定通知書の写し」又は「基準適合認定一般　事業主認定通知書の写し」

	□
	④　女性の職業生活における活躍の推進に　関する法律に基づく認定（えるぼし）の取得をしている、または、よこはまグッドバランス賞の認定の取得をしている。
	「認定通知書の写し、または、「認定証の写し」

	□
	⑤　青少年の雇用の促進等に関する法律に　基づくユースエール認定の取得をしている。
	「認定通知書の写し」

	□
	⑥　健康経営銘柄、健康経営優良法人（大規模法人・中小規模法人）の取得、または、横浜　　健康経営認証のAAA クラス若しくはAA 　クラスの認証を受けている。
	健康経営銘柄、健康経営優良法人（大規模法人・中小規模法人）の　取得、または、横浜健康経営認証のAAA クラス若しくはAA クラスの認証が分かる資料




（注意事項）
１　該当がない場合も、本様式は提出してください。

（様式５）
令和　　年　　月　　日
　横浜市契約事務受任者
所　 在　 地　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

市への貢献実績

	＜市の事業への共催実績＞（令和３年度から提案書の提出期限（令和６年12月11日））

	(1) 合計金額（協賛金、助成金、負担金等）
	
	
	円


　

	(2) 件数
	
	
	件


　

	
(3) 内容
　　




[bookmark: _Hlk182483634]（注意事項）
　１　市の事業への共催実績の金額（協賛金、助成金、負担金等の費用）については、すべて件数の合計金額を記載してください。
　２　合計金額及び件数については、内訳となる根拠資料を添付してください。
　３　内容については、別紙可とし、Ａ４判３枚以内で作成ください。
　

（様式６）
年　　月　　日
共同企業体協定書兼委任状
（申請先）
横浜市契約事務受任者																共同企業体名　　　
						代表者	所 在 地　
							商　　号　
							職・氏名　

	件　名
	　市有財産への飲料自動販売機設置事業者公募



　上記業務の公募に参加するため、参加条件に基づき、特定共同企業体を結成し、貴市との間における　下記事項に関する権限を代表者に委任して申請します。
　なお、上記業務の契約に当たっては貴市の指示により共同企業体協定書等の必要書類については再度提出します。

	共同企業体の
名称
	

	共同企業体の
代  表  者
（受任者）
	所在地
	

	
	商号
	

	
	職・氏名
	

	共同企業体事務所  所  　 在 　  地
	

	共同企業体の
構成員（委任）
及び分担業務
	<代表構成員>
	業者コード：
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	所 在 地
	

	
	商  号
	

	
	職・氏名
	

	
	分担業務
	

	
	<その他の構成員>
	業者コード：
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	所在地
	

	
	商号
	

	
	職・氏名
	

	
	分担業務
	

	
	<その他の構成員>
	業者コード：
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　
	

	
	所在地
	

	
	商号
	

	
	職・氏名
	

	
	分担業務
	

	共同企業体の
成立、解散の時期及び委任期間
	
	　
	年
	　
	月
	　
	日
	 から当該業務請負契約履行後、３か月を経過する日まで。

	
	ただし、当企業体が上記業務の受注業者とならなかったときは、直ちに解散します。

	委任事項
	 １　飲料自動販売機設置事業者公募に関する件


（Ａ４）
（備考）
共同企業体を結成して入札参加を申込む場合は、この様式を使用してください。 また、共同企業体の

構成員の数が３者を上回る場合は、この様式に準じて様式を作成してください。
令和　　年　　月　　日
　横浜市契約事務受任者
所　 在　 地　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

質問書

　件名：市有財産への飲料自動販売機設置事業者公募

	№
	書類名
	頁
	項目
	質　問　事　項

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	




					【連絡担当者】
					　所属	
					　氏名	
					　電話	
					　FAX	
					　Eﾒｰﾙ	

※質問がない場合は質問書の提出は不要です。
※行が不足する場合は、適宜追加してください。

